(r#&TH) VHE#E HEEREERORNA Vb

m | REEE
Fzv &R ‘?IV?EE ‘ﬁ%
O BEREV—ECAFES (BEEEN#EIEFES, MERRER. BENETHY—EAFES) &
E (FFel) BFEE (F1 588 B35 )
FA 250 O HEHEEOMF. K4ANBRDHEEIEHEL ~HL W5,
e O 4%, T2 HETOFEMN S EEIAEOR S, AEOML | MERCTR STV DT
e —&LT\5, TITEAEM DN B D72 WIS
O EAOEEES. FAXESZ2THL TS, X, T NARHEREE
O BEAOHE ALt GRS, H8EaENR L) L mEE BITLLTLEE N,
TW5, WEHE S, FAXESORL
O BAOFHEFZIH LTS, (et ARat, ARt | # MEvicEEL T Es
DEPAITZE T, ) A%
FEFOUTMRR | O FHERIE, SRECEREROEOLT L —HL T 5, MEAEE  OTCARLE L CTE
O EREETEZLELTWD, BELTSESN,
F—FHEHANI | O H#ET 20— A0 EREEMC (0] 2B LT,
BWTITHYEZE | O #ETHY—EX21To846, ElFEMC [0) 2#EL Ty
it a5 O FEEE o
O BEICF—FE4., F—AEMTEEEZZ T VDI EENH DL
BiE, FEHFEEMIC TO) Lid L, 58 GFr) 4EH BMCHEE
R ANEEE LD, E. NERR LR BRI
BEAZIT TV AEEFTOEEFES2THL TV 5,
O | FFEE (BERE) OXGEOBA (B FHEEAE) OFRAUISEI%
O BEFHEAHEIRITAED 3 7 AUNOEATH 5, <BE>
O BABCHEEAHEO BEMICHFHT 32— xR MEMToh | —BXTA4 75 ) —
B, — 1. FREEERE
O EREFEFHEEPOES . EREHEEPE L Ema imE — &P —E 2
SEOFHEHEGOT L, EEROZEE IR EAY BAEE S — K BES EF~DE
TWAHEODELERM LTS, HEL OFRHUTHONT
SOEFE T R OGN T
T T OB R[N LEL 72356 70 ERE D BIGE 0 H D £9°, ERROETE K OFFEHE A T2
A, THEEREETE L TCORENZITONRVD T, HOENL O TICHRL T ZEN,
_ | _ _ _ |
O | FERIEE - N TG EEEN OB TR EFE ((1£3)
E S O HEHEICER LSRR, et e —B L T\ 5, WEERS, FAXESOR
O BERE, FAXEEZTHLCOND, WEEWNCEZ LT X
AN
e e O HEELUSNOMBELZFETLIHRE. Fov 7 E2LALTNS, MOMGRO 1. AB RO
O [R—BcHPN O O EFT ORI & H T 250, ST R DHEMELBRL T P&
DA, BT DR OCEBIER] (B b 7= OB %5t A%
Lfb\éo
e O #EFE—EE, EEREOEKE KL T2,

THEE BRFEEHERORS 2~ (5 E 10 AR




H IR %O B
# ()

O Fi#WE (FEHE - PT- 0T - STIFEERY) OFERRE®KROR
Bz, 5LEEZR->TND,

AR O B 5 R ] 3 i
ROBEIZIZAY £HA,

e OB (R Je OVENES

e —RE

O Fodl S - B i 25 IR EL D @ A @ EFH s s e
JERZME (885 A B, BB AT R OB NES) LEE)

B T3,
O FWEREENESEINE 1EH-Y OEEERIT., 32 RN EE
o TN5D,

O BHZELLFEEHELTHD,

O RAIFEHIEOLD E—FH L TW\5,

O [F—SZET N OO RGO — RN Ot O 2T OIS % 35
T 5856, FNENOREBITR 2 BERM 240 L CRidi L Twn
by (BTNHT MITEEREA, )

H— v R FESE O NETFH—CZXLETUTIHRE, M —E XL &2TH LTV
50

FILE~F4H | O FHEERORETRLEOHH OEBRFE (48M) Z3odL | XEERo 1. (1) FiEn
<5, BASBL TS,

XA T F0 T B S
FIHEERHC LR EHT
TH 0 EEAR, BRI
B SAF i@ kNI 7 B BRI
RN EYNTAT 9 B3
HYET,

KRB 0D Fo4n % FEdl 9 2 B
I TR & E R,
LE REICEELTE
S0,

BREIEDE L

O EZ20NELET IOV TERKIEDE LETRAMA LT\ 5,

XEG e — BRI SN
TWD KA DIRFIZFLA LT
TZEWY,

HEFROEHEK

O HE=, HEKE, FEEHOBEST. 4 — M L — 7 HE %
EORESIT (FEFTCIRBELEEZITOHEDOR) | [ERFEEYS
OIREGET (5 A0 ERM B F2EFTICRRATL S & 0H) %50
HLTWB,

— [EREPEIEW A FEITIC RMRE L, WHEERIC ZHET 56
I, ALBRZESE L LT TE &L,

—IHRE T D501, —HHRETORGEERL . £ ORED
e XmIciid L <723V, 2B, BasllIZEBRFEIRM D A -
TWBIEN brdLHr~—7% @FIF A AN —R~v—
7) BT TLLIEEN, FHRIIHRESCESE D LIRS
FTICEWVWTL 7230,

FEFTNCEEDLIR D 2 WGAIE. Kk oMM,
HEFNZITFF GRS Y LRl LT E a0,

O WF—#Nchoy—r 2 (FlxE, FEEEFTr#, fifN#
H) BTG, FEBIEHOARN—X (HEHOPLTHA) Z3K
FOVENH DD, KEIZEDEHRE - LR EDOFEEDLDOTH D)
BHFE LT\ 5,

O FHE=EIL, FEETODICHERLSOHFEHOAR—ZRHT
LNTW5D,

O M=, FIHRIASL O, RIS 2 DI B g A~
—ANFEREIN TS, FHEREVLEHOHR TRWEE, /—T
4 vaVETHLRLTWARE, T4 N —DRRENTND D
L)

“ERBEIEIL

MERHEEE AR L T 2
AN

KR—=TFT g vaiE AT
— ., =T UETHH

KENEIZAELTWDLEHES
X7 e 7KL LT
S,

HE AR

(EERE)

(FEDHBHRUEE SF#)
Oft#E LT 5,
(PEEZOWAE, BEKUOBHENE)
ORERE = & i, EFEon L BEMER#HEL TV 5,
(B % A ROVE E£RFR)
OEFER - HERM & — B REMEE « ¥ — B AR 23

THEE BRFEEHERORS 2~ (5 E 10 AR




b\éo

(B DI ZED FHiHR)

Hitdgk o> BARM 20 8 2 R LT D,
(BAFFIZRBIT 55
Oft#E LT 5,
(EFREDBFIED 7= DEBIZET 5 FIH)
Oft#E LT 5,
(EDMEEICET 2 EESH)
OFRRHE, EpeHE OB, 3
D) OSFRFHFBITONWTIH LTV,

(D)

FHEOEEFELERL TV,
TV,

Ol i D B2 0D Fii Mtk 25 X O — I & 42 3565

O TRIRGMEE O E I T 254,

ROGEE. Y—E R « Y — XA 2 FLR L T

(FRERGEE DONE K OFIFIEHE DD FF D)
O LRBRF B LIS TIOR3~ 2 B B EEH L T D,

L% —HB

(et Tl 12 b

OHRBICFEH O 2 WS OB W2 DWW TREHE L T 5,

It BiRs

(72721, WARDHERE S
AARTERE & —RAICERR L THOHOEE A, )
ORI OREAT B I3 S2EBR LA T E A Z5E# L T\ %,

(HER) O

50

IrELR AR R DAL RN 2 B H b B RICTEFR LT 5,
O FIAHEARAL, BHEeRERFICH D TRIAEAHE (15, 2
RO 3EH) OBMHFIE 2535 L GHEL T\,

O ZEBOMEED 20,000 M A % 2 54 IR EARILE TR LT

I D& DG 2 B 2 T2 OGS D FE O

#HLTWD,

O EFAEORRNCIE, OFERRR.
&, @7Roe L CHREMIEICRL TS,

O EFEOHIST 2854, B, #ige (Bl FAX) &R

O HUEFERNRIEOEEORIGCHEEZFTLH L TN D,
QxR O, @72 %t
DADDRA v FETH LT

W5,
O ZoMBEREZL, S HRWTZOO BRI TR 2R L
o,
EE
O MEfA—Ls—=2 X0 v rn— R UEAREEENE MARFHMA & 1T, RIS
(JBEF—E2 - MEFHY—E2 - H 1 5HEM) 2EHL T fr, HiFR, REHLBRRLE
50 "G\j—o
O WEEEOER, B4R BEsE B1 5k (B35 ) of
pr. K4 GEAA, REERA, REEL) LBl TWD,
IR B R E IR D HIF BT MHE UNRE2REET 556 DA4]

A, K4 (BAA, REEHL. REEL)
O #ft2—v 20 EHEFEM 0] %
WCHEEBTEEABEZTTH LTV A,

O alEOET, Ak, Bilile OF 15X (135 ) Off

E—EHLTVD,
FLE L. SREVEH AR

THEE BRFEEHERORS 2~ (5 E 10 AR




IR B B TR D I SR L — B

O $&ft—v 2, MEHS0Xy, £ OMERS 3 5 6%, F5], MINEAZBEELRWEAETH
HUIE X 5y DENENOMOZ L EITOES% [0O)] THATWS, STHIER LT ZEW,
O MEZFEELRWESIT ML) 12O%HH LT3,

BMEOREIILERRHES NEE2EET 255 0H]

O P2 L) 2T, LERHAZTLHEL TV D, RIUNNE: === ¥ (M S AN AN i 4
LTLESN,

IR FHoBk

KPETE DOSF L MFEEHOTHAS LW lZE £7,
PRI THEEHEESEFERNCOWT ) 2R <72 a0,

THEE BRFEEHERORS 2~ (5 E 10 AR -4 -




	提出書類
	■
	備考
	チェック項目
	チェック箇所
	□
	□　申請者の住所、氏名が登記事項証明書と一致している。
	申請欄
	※謄本に記載されている住所では郵便物が届かない場合は、 アパート名や部屋番号などを 追記してください。
	□  名称、主たる事務所の所在地が登記事項証明書の商号、本店の住所と一致している。
	申請者
	□  法人の電話番号、ＦＡＸ番号を記載している。
	□　法人の種類（株式会社、合同会社、社会福祉法人など）を記載している。
	※電話番号、ＦＡＸ番号の記載 間違いに注意してください。
	□　法人の所轄庁を記載している。（株式会社、有限会社、合同会社 の場合は空欄です。）
	※電話番号の記載間違いに注意してください。
	□　所在地は、登記簿や賃貸借契約書の住所と一致している。
	事業所又は施設
	□　電話番号を記載している。
	□　申請するサービスの実施事業欄に「◎」を記載している。
	同一所在地内において行う事業又は施設の種類
	□　介護予防サービスを行う場合、実施事業欄に「◎」を記載している。
	□　既に同一事業所名、同一所在地で指定を受けている事業がある場合は、実施事業欄に「○」と記載し、指定（許可）年月日欄に指定を受けた日付を記載している。また、介護保険事業所番号欄に既に指定を受けている事業所の事業所番号を記載している。
	申請者（開設者）の登記簿の謄本（登記事項証明書）の原本又は条例等
	□
	＜参考＞
	□　登記事項証明書は発行日から３ヶ月以内の原本である。
	－書式ライブラリー
	□　法人登記事項証明書の目的欄に申請するサービスが位置付けられている。
	－１．新規事業者指定
	－各サービス
	□　定款変更手続き中の場合、定款変更を決定した株主総会又は理事会等の議事録の写し、法務局の受理票又は出来上がり日が記載されているものの写しを添付している。
	－≪参考≫定款への事業名の記載について
	訪問看護・介護予防訪問看護事業所の指定に係る記載事項（付表３）
	□
	※電話番号、ＦＡＸ番号の記載間違いに注意してください。
	□　申請書に記載した事業所名称、所在地と一致している。
	事業所
	□　電話番号、ＦＡＸ番号を記載している。
	※当資料の１．人員及び設備の基準を参照してください。
	□　管理者以外の職務を兼務する場合、チェックを記入している。
	管理者
	□　同一敷地内の他の事業所の職務を兼務する場合、事業所又は施設の名称、兼務する職種及び勤務時間（週あたりの勤務時間）を記載している。
	□　勤務形態一覧表、運営規程の員数と一致している。
	従業者
	※管理者の勤務時間は常勤換算の員数には入りません。
	□　看護職員（管理者・PT・OT・STは含まない）の常勤換算後の員数が２．５以上となっている。
	常勤換算後の員数（人）
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	□
	□　介護予防サービスも併せて行う場合、両サービス名を記載している。
	サービス種類
	※当資料の１．（１）常勤換算を参照してください。
	□　管理者及び従業者全員の毎日の勤務時間数（４週間分）を記載している。
	第 1 週～第 4 週
	□　記載された勤務時間が雇用契約書や労働条件通知書に記載された雇用条件（勤務日、勤務時間、勤務場所及び職務内容等）と整合が取れている。
	※雇用契約書や労働条件通知書は申請時に必要な書類ではありませんが、契約や労働条件の通知は労働関係法令に則り適切に行う必要があります。
	□　常勤職員が勤務すべき１週あたりの勤務時間は、32時間以上となっている。
	□　曜日を正しく記載している。
	□　氏名は資格証のものと一致している。
	□　同一事業所内の他の職務や同一敷地内の他の事業所の職務を兼務する場合、それぞれの職務に係る就業時間を按分して記載している。（ダブルカウントはできません。）
	※職員の氏名を記載する際は、「高と髙、崎と﨑、恵と惠」などに注意してください。
	資格証の写し
	□
	事業所の平面図
	□
	※設備基準を確認してください。
	□　事務室、相談室、手指消毒の配置場所、オートクレーブ等滅菌装置の配置場所（事業所で滅菌処理を行う場合のみ）、医療廃棄物等の保管場所（使用済みの医療材料を事業所に持込む場合のみ）を記載している。
	※パーティション等：スクリーン、カーテン等でも可
	→　医療廃棄物を事業所に一時保管し、処理業者に 委託する場合は、処理業者と契約してください。
	※ビル等に入居している場合はフロア図も添付してください。
	一時保管する場合は、一時保管する容器を準備し、その設置場所を図面に記載してください。 なお、容器には医療廃棄物が入っていることが わかるようマーク等（通常はバイオハザードマーク）を付けてください。 容器は相談室や事務室から隔離された場所に置いてください。
	事業所に持ち帰らない場合は、図面の欄外に、“医療廃棄物は事業所には持ち帰らない”と記載してください。
	□　同一敷地内で他のサービス（例えば、療養通所介護、訪問介護等）を行う場合、事業毎に専用のスペース（専用の机でも可）を設ける必要があるが、図面にどの部屋・机がどの事業のものであるか明記している。
	□　事務室は、事業を行うために必要な広さの専用のスペースが設けられている。
	□　相談室は、利用申込みの受付、相談等に対応するのに必要なスペースが確保されている。（相談室が専用の部屋でない場合、パーティション等で囲われているなど、プライバシーが確保されていること。）
	運営規程
	□
	（事業の目的及び運営方針）
	（運営規程）
	□記載している。
	（従業者の職種、員数及び職務内容）
	□職種ごとに常勤、非常勤の別と員数を記載している。
	（営業日及び営業時間）
	□営業日・営業時間とサービス提供日・サービス提供時間が異なる場合は、サービス提供日・サービス提供時間を記載している。
	（指定訪問看護の内容及び利用料その他の費用の額）
	□介護保険利用料以外で徴収する費用も記載している。
	（通常の事業の実施地域）
	□通常の事業の実施地域が区の一部地域とする場合、当該一部地域の具体的な範囲を明示している。
	（緊急時における対応方法）
	□記載している。
	（虐待の防止のための措置に関する事項）
	□記載している。
	（その他運営に関する重要事項）
	□採用時研修、継続研修の頻度、従業者（従業者であったもの）の守秘義務について記載している。
	□規程に記載のない場合の取り扱いについて記載している。
	（その他）
	□介護予防訪問看護の指定も併せて受ける場合、介護予防訪問看護の運営規程も作成している。（ただし、内容が網羅されていれば、訪問看護と一体的に作成しても構いません。）
	□附則の施行日は事業開始予定日を記載している。
	□　介護保険利用料以外で徴収する費用も料金表に記載している。
	（料金表）
	□　利用者負担額は、料金表作成例にある「利用者負担額（１割、２割及び３割）の算出方法」を参考にして計算している。
	□　死後の処置料が20,000円を超える場合は積算根拠を添付している。
	利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
	□
	□　苦情等に対応する担当者名、職種、連絡先（電話、ＦＡＸ）を記載している。
	□　担当者が不在の場合の対応方法を記載している。
	□　苦情処理の体制には、①事実確認、②対応策の検討、③迅速な対応、④記録して再発防止に役立てる、の４つのポイントを記載している。
	□　その他参考事項には、苦情が出ないための具体的な方策を記載している。
	誓約書
	□
	※代表者職名とは、代表取締役、理事長、代表社員などです。
	□　横浜市ホームページよりダウンロードした法人代表者等誓約書（居宅サービス・介護予防サービス・第１号事業用）を使用している。
	□　申請者の住所、氏名は、申請書（第１号様式（第３条））の住所、氏名（法人名、代表者職名、代表者名）と一致している。
	介護給費算定に係る体制等に関する届出書【加算を算定する場合のみ】
	□
	□　申請者の住所、氏名は、申請書（第１号様式（第３条））の住所、氏名（法人名、代表者職名、代表者名）と一致している。
	□　提供するサービスの実施事業欄に「○」を記載し、異動年月日欄に事業開始予定年月日を記載している。
	介護給費算定に係る体制等状況一覧表
	□
	※加算を算定しない場合であっても作成してください。
	□　提供サービス、施設等の区分、その他該当する体制等、割引、 地域区分のそれぞれの欄の該当箇所の番号を「○」で囲んでいる。
	□　加算を算定しない場合は「なし」に○を記載している。
	各加算の算定に必要な届出書等【加算を算定する場合のみ】
	□
	※添付書類にもれはないか確認してください。
	□　要件を確認したうえで、必要な項目を記載している。
	申請手数料
	□
	※所定の金額を納付書を用いて納付していただきます。
	詳細は「指定申請等手数料について」を御確認ください。

